第117回自治労道本部中央委員会・山上委員長あいさつ

　

大変ご苦労さまです。道本部委員長の山上でございます。

全道各地から結集された中央委員・特別中央委員、傍聴者の皆さんに心から敬意と感謝を申し上げます。

また、私どもの中央委員会に、大変お忙しい中、
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にお越しいただきました。ありがとうございます。

なお、道消防協の三役の皆さんには今回も傍聴いただいております。

また、本中央委員会で第7号議案として提案をいたしますが、自治労と組織統合することとなりました都市交の役員の皆さんが傍聴されております。

大変お忙しい中、駆けつけていただいた皆さんに、中央委員会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。

それでは、第117回道本部中央委員会の開会にあたり、道本部執行委員会を代表して、当面する諸闘争を中心に何点か申し上げ、ごあいさつ申し上げたいと思います。

まず、政府の一方的押しつけにより現在たたかいを進めている地方公務員給与削減に対する取り組みについて触れたいと思います。

今回の政府のやり方は、地方交付税や義務教育国庫負担金を削減し、「地域の元気づくり推進費」を削減した一部を使って自治体にばらまく一方で、お願いと称して国家公務員と同様の賃金削減を自治体に迫るという理不尽で不条理なものであります。

このやり方は、まさに地方自治を根底から否定する行為であり、地方自治体に対する不当介入に他ならず、断じて容認できません。

われわれのたたかいは、4.26の全国統一闘争を経て、5月28日の全道統一闘争を終えたばかりのところですが、現在もなお多くの自治体で6月議会を前にした労使の攻防が続いております。

厳しい諸情勢の下で削減提案阻止にむけて、ないしは削減提案内容の圧縮にむけて果敢にたたかっていただいた、また現在もたたかっている単組・組合員の皆さんに心から敬意と感謝を申し上げます。

全道的な状況について、今朝の道新に自治体アンケート結果が載っていましたが、現時点での道本部の集約状況の詳細について、後ほどの提案の際に藤盛副委員長から詳しく触れられると思いますので、私からは申し上げることはいたしませんが、道本部として、地公三者共闘をはじめ、これ以降労使交渉の山場を迎える単組の皆さんのたたかいにむけて、引き続きその先頭に立って全力をあげてたたかっていく決意ですので、皆さんのより一層のご協力を心からお願いします。

次に、当面する重要闘争である、参議院選挙について申し上げたいと思います。

その前に、私は、先ほど理不尽で不条理なことを政府が行っていると申し上げましたが、そもそも国家公務員と同様の賃金削減を地方自治体や我々自治体労働者になぜ押しつけようとするのかということについて、しっかり見ていかなければならないと思います。

多くの見方があるとは思いますが、私はここでは2点ほど指摘したいと思います。

ひとつ目は、やはりこれも自治労という労働組合に対する攻撃のひとつであるということです。

参議院選挙闘争に集中させない作戦でもあると思いますが、今回の政府のやり方が自治体財政や地域経済を窮地に追い込むことは誰が考えても自明のことであるにもかかわらず、それを無理矢理でもやろうとするところに今の安倍内閣や自民党政治の本質を見ることができると思います。

それは、「いろいろな懐柔策をろうしながらも、民主主義を軽視し働くものや弱者の生活・権利を抑圧する。そして、結局は大企業や金持ちだけを擁護しその手先としての政策しか行わない」「TPP問題への対応を見てもわかるように、たとえ日本の国益を失おうとも輸出産業やアメリカへのお追従政治を進める」「自民党の悲願である改憲を実現し、武力で他国を威嚇・侵略できる国家につくりかえる」ということであり、これに敵対し反対する勢力である自治労などを、かつての国労のように解体ないしは弱体化させようとしているのであり、今回もその一環であるということです。

２つ目は、一１目とも関連しますが、3年間の民主党政権下の政治や政策を認めない、すべて消し去ろうとする策動の中の一つだということです。

民主党政権が方向付けた脱原発路線を否定し、国民の安全や未来よりも企業の利益のために再稼働や新増設、輸出へと政策転換していく。少子化や弱者などのための高校授業料の無償化や子ども手当は、ばらまきであり無駄なもの。公務員への労働基本権付与は、自分たちに刃向かう勢力を強くするだけで不要。労働者保護より、解雇の自由化で企業にだけ都合の良い規制緩和を進める。最低賃金を上げるより、生活保護費を引き下げる。

そして、民主党が進めた、地方自治の拡充や地方分権を認めない。したがって、地方交付税は削減して当然であり、国家公務員と比較して高い地方公務員の賃金（これは来年3月までの瞬間的なこと）は削減するのがあたり前。

民主党政権下でのやんばダムとか消費税などマニフェスト違反問題や、内輪もめ・分裂騒ぎといったことを全面にたてながら、民主党がやってきたもの、志したものすべてを悪いものと決めつけて、二度と民主党に政権を奪還させないという戦略に基づいて、国民を扇動し見事に成功しているのであります。

このように、自民党政権はしたたかで、狡猾（こうかつ）で、危険な政治をめざすまでになってきているといえると思いますし、額に汗して働くものとして、また、いち人間としても絶対に認められない、打倒しなければならない政権であると思います。

　

今、世の中は確かに「アベノミクス」とか「インフレターゲット」などといって、株価が大幅に上がったとか円安が進行し100円台まで下落したということで、資産家や輸出産業を中心に利益が拡大し、景気も回復してきたと言われていますが、ここにきて副作用的に円安による物価高が進行し、金利が高くなったり土地が値上がりし、株価も連日乱高下し13,000円代まで下落しています。

われわれから見ると、円安や株価の動向にはまったく関係ないし恩恵も受けないのに物価が上がって、住宅ローンの金利が上がって、インフレ政策に逆行して賃金までが削減されるのでは踏んだり蹴ったりであります。

結局この現象は、実体経済に基づかないマネーゲームではないのか、結果的に庶民の暮らしが悪化する一方で、国の借金が益々増加し、国家財政がヨーロッパ各国のように破綻してしまうのではないかと危惧せざるを得ません。

そして、われわれはこうした世の中の動きの中で、参議院選挙闘争をたたかっていくこととなります。

投票日まで、あと51日しか残されておりません。

最近、維新の会がちょう落していますが、その動向も含めて、自公政権が大勝する勢いにある中で、「あいはらくみこ」さんが前回いただいた50万を超える票を再び獲得するのは、大変困難な状況にあると言わざるを得ません。

北海道選挙区「小川勝也」さんも、衆議院選挙の結果からいうと現状では当選が危ぶまれる状況にあるといわれています。

しかし、今回の参議院選挙は、民主党にとってその存続をかけてのたたかいであり、日本の平和を守ることができるか、再び軍国主義の国家となる道を許すのかが問われるたたかいです。

そして、われわれ自治労の政治的力量もいよいよ試されることになる極めて重要な選挙であります。

大敗をした民主党の再建・再生の道程は、大変厳しいものがあると思いますし、民主党に対する不満や不信感もまだまだあると思いますが、自民党や維新の会に対抗しうる政治勢力として、なんとしても再生してもらわなければなりません。

民主党の新しい綱領を見ますと、もう一度政権を担当して、働くものや弱者の側に立った政治をやってもらえる政党であると、私は強く思っております。

われわれは、決して傍観者ではなく、主体的に、たとえどんなに強い嵐が吹きあれようとも、自民党政権打倒のために7月の参議院選挙において「選挙区小川・比例代表あいはら」の勝利にむけた取り組みを職場・地域からしっかり行っていかなければなりません。

一人一人の行動の積み上げと、一票一票の積み重ねが、勝利を確実に実現し得る道であります。

どうか、引き続き皆さんのご理解と職場・地域における一層のご奮闘を心からお願いいたします。

なお、本日18時から、あいはら参議院議員の再選をめざす北海道の集いが、共済ホールで開催されますので、どうか、中央委員会参加の多くの皆さんのご出席をいただきますようお願いいたします。

本来であれば、春闘総括や当面する闘争方針、明日６月１日から都市交との組織統合、全労済の完全統合など、今中央委員会において議論いただく大事な課題について触れなければなりませんが、時間の都合上省略させていただきますので、ご了承いただきたいと思います。

最後になりますが、第117回中央委員会の圧倒的な成功を勝ち取るために、皆さんの最後までのご協力をいただきますよう、心よりにお願い申し上げまして、開会にあたってのごあいさつと致します。ありがとうございました。
